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在り方について（事務局案）
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在留資格 概数

技能実習 40.2万人

技人国 28.2万人

特定活動 4.6万人

留学 30.7万人

身分系 54.6万人

その他

合計 172.4万人

国（FRESC）

東京・新宿区に所在
（約67％はメール・
電話による相談）

相談実績（年換算）
約98,000件
＜内訳＞
情報会議 24％
職業相談 24.5％
人権 12.6％
在留 6.0％
査証 3.4％
労働相談 1.1％

OTIT

技能実習のみ対象
母国語相談（2020）
実績13,353件

GTN社

個人契約User対象
（主に高度人材、留学）

電話・チャットによ
る相談

相談実績（年換算）
約12,000件

NPO・労働組合等

団体により対応範囲
などが大きく異なる

実績統計なし

数多くのNPO等
が集住地区で活
動。

自治体
ワンストップ窓口

実績統計なし

一般に、集住地
区の自治体の体
制は充実。

相談・救済研究会（まとめ）

１．相談体制の概観

今後も増加
相談件数も今後増加が予想される

外国人労働数
（厚労省2020）

原則27 国家基盤型の非司法的苦情処理メカニズム 原則29,30 非国家基盤型の苦情処理
メカニズム

ASSC社

民間企業の人権DD対
応、関係労働者対象
相談実績
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相談・救済研究会（まとめ）

２．『ビジネスと人権指導原則』に照らした対応状況と求められる方向性

国家の役割 非国家の役割

原則27．国家基盤型の苦情
処理メカニズム

原則28．非国家基盤型の苦
情処理メカニズムの促進・
支援

原則29.   企業による苦情処
理メカニズム

原則30.   産業団体又はマル
チステーホルダーによる苦
情処理メカニズム

国家は、ビジネスに関連した人権
侵害を救済するための包括的な国
家制度の一部として、司法的メカ
ニズムと並行して、実効的で適切
な非司法的苦情処理メカニズムを
設けるべき

国家は、ビジネスに関連した人権
侵害を取り扱う、実効的な非国家
基盤型苦情処理メカニズムへのア
クセスを促進する方法を考慮すべ
き

苦情への対処が早期になされ、直
接救済を可能とするように、企業
は、負の影響を受けた個人及び地
域社会のために、実効的な事業レ
ベルの苦情処理メカニズムを確立
し、またはこれに参加すべき

産業団体、マルチステークホル
ダー、及びその他が関わる協働型
の取組みで人権に関連する基準の
尊重を基礎にするものは、実効的
な苦情処理メカニズムを備えてい
るべき

 近年、FRESCやOTITなど公的
機関による対応が拡充してい
る。

 自治体毎に大きな差があるが、
集住地区などにおいてはワン
ストップ窓口において幅広い
対応が行われている。

 現状実績なし  個別の企業（グループ）によ
る対応は困難な状況。

 サプライチェーンにおける人
権問題の軽減にも努力要請

 一部業界団体（建設分野）の
み取り組みが行われている

 NPOによる取り組みが行われ
ている。

引続き体制拡充が求められる JP-MIRAIが果たすべき
役割①
民間企業が「ビジネスと人
権・指導原則」に準拠する取
り組みの支援を行う。

非国家メカニズムに対する技
術・財政的支援を強化に期待

求
め
ら
れ
る
取
組

指
導
原
則

原則13b. 企業に求められる行動
a.企業活動と直接関連する，または取
引関係による製品もしくはサービスに
直接関連する人権への悪影響について
は，企業がその惹起に寄与していなく
ても，回避又は軽減に努めること

現
状

JP-MIRAIが果たすべき
役割②
政府・自治体の取組みを補完
する役割（第三者窓口）とし
て、可能な範囲で相談・救済
を拡大する。

現実的に外国人労働者から見
て分かり易い相談窓口が十分
にあるといえない現状がある 2



JP-MIRAI相談窓口
苦情処理・

救済メカニズム

NPO・労働組合
同胞組織等

行政機関窓口
FRESC、OTITなど

会員企業・団体

自治体
ワンストップ窓口
（国際交流協会等）

相談・救済研究会（まとめ）

３．あるべき相談・救済体制とは？
～それぞれの特質・強味を生かした協働体制構築に向けて

連絡会議・専門家会合
関係者の連携による協働メカニズム
構築（政府・自治体・関係機関・
業界団体・企業・NGO等）

（１）（選ばれる日本に向けて、）すべての外国人労働者に開かれたアクセスしやすい仕組みを目指す
（２）関係者の連携によるメカニズム構築（政府・自治体・関係機関・業界団体・企業・NGO等）
（３）ワンストップかつ専門性高いチームとの連携、中立性・対話による解決の重視
（４）公平なコスト負担（民間（原則29.）及び国家（原則28.））

JP-MIRAI相談窓口
満たすべき条件

国・自治体が対応できる問題は、原則、
国又は自治体が対応

役割①
民間企業が「ビジネスと人権・指導原
則」に準拠する取り組みの支援

役割②
国家・自治体が取り扱う事が難しい問
題について、相談・救済にも対応

財政・技術支援

財政負担

改善を支援

ネットワーク
協力関係強化

外国人労働者

雇用関係
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JP-MIRAI事務局
FRESC、OTIT等公的窓口

自治体ワンストップ窓口等JP-MIRAI
コンテンツ

③JP-MIRAI相談・救済班

会員企業等

協働

協
力

②FAQへの誘導
（Chabot等）

相談・救済研究会（まとめ）

４．JP-MIRAI「相談・救済メカニズム」フロー全体図

①対話による聞き取り
（多言語対応）

④雇用主・関係者との解決に向けた話し合い
（外国人労働者の同意がある場合は、雇用主・SC企業に通報）

⑤企業向け改善提案（有償）
（JP-MIRAIが直接行わずに提携パートナー

が対応実施するオプション有）

NPO、労働組合等協力

関係者の協力に
よる解決

外国人労働者が
抱える諸問題

適切なコンテンツ・窓口
（リンク）に誘導

⑥モニタリング・事例分析
⑦記録（AI学習）

③生活相談

相談（チャット、電話、メール等）

（必要に応じ）公益通報

＜体制構築の基本方針＞
相談しやすい窓口（生活相談
含め）

ソシャルワーカによる伴走
専門弁護士／行政書士らのコ
ンソーシアムによる対応（利
害相反・偏り回避）

外部専門組織との連携（委
託？）
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JP-MIRAI

相談・救済研究会（まとめ）

５．企業の人権デューデリジェンスと救済のプロセス ～JP-MIRAIの役割

外国人労働者

制度・規則に対する理解

生活・労働環境の不満・
問題（深刻度：中）

労働問題・法令違反
深刻なトラブル

正しい情報提供

定点観測調査
（アンケート）

訴訟

団体・企業への
フィードバック調査

生活・労働環境の不満
（深刻度：軽）

★労働者の声を聞く機能

相談窓口

★労働者への情報提供機能

救済メカニズム
（公益通報・解決支援）

個別企業が抱える
課題に合せて助言

個別相談内容の共
有。対話の支援

話し合いによる解決

対応

訴訟

共通課題の分析結
果等（公開情報）

改善の継続的取組み
SHとの連携

双方にとって対応コスト・レペテーションリスクが高い

JP-MIRAIポータル＋αが
持つ機能

企業（雇用主）

対応記録・データ
を踏まえた統合報
告書の作成・助言

取り組み計画の立案
モニタリング・サプライ
チェーン管理の確立～人
権DDのサイクル確立

原則19．人権への負の影響を防止
し、また軽減するために、企業はそ
の影響評価の結論を、関連する全社
内部門及びプロセスに組み入れ、適
切な措置をとるべきである。

ITを活用した常時モニター
対応状況の労働者への

情報共有

指導原則に
基づく人権
デューデリ
ジェンスの
仕組み確立

指導原則に
基づく救済
メカニズム
の確立

JP-MIRAI会員企業向け
サービス例
（緑枠内有償サービス）

信頼向上・不満軽減

情報利益相反管理
労働者の保護配慮

支援

企業向け情報提供
勉強会等
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相談・救済研究会（まとめ）

６．ロードマップ（段階的拡大案） ~実施状況、資金・体制によりタイムラインは変化

フェイズ１
（暫定運用・試行）

フェイズ２
（本格運用）

フェイズ３
（拡大）

タイムライン 2022年～ 2023年～ 2024年～

対象者
パイロット活動に参加する

外国人労働者等
JP-MIRAI会員企業・団体に
関係する外国人労働者等

全ての外国人労働者
（積極的オープン）

対象者規模 ２～３万人 20万人 100万人？

取り組み方針

一部会員企業（及びSC傘下企
業）・団体に所属する労働者に
ユーザー登録を呼びかけ、試行
開始。2021年以内に体制・メカ
ニズムの整備を完了する。

全てのJP-MIRAI会員企業（及びSC
傘下企業）・団体に所属する労
働者にユーザー登録を呼びかけ、
試行開始。

外国人労働者に積極的に登録呼
びかけ。AIによるFAQ（Chabot）

の機能向上により、人的対応の
割合を低減させる。問題発生率
の低減が必須。

JP-MIRAI相談・救済
チーム体制（案）

相談窓口：２名常駐体制
＋外部専門家チーム

相談窓口：強化
＋外部専門家チーム（拡大）

相談窓口：強化
＋外部専門家チーム

NPOと協働体制構築？（資金シェア）

必要な資金／分担

年間3000万円～
年間1億円程度（目標）
（試行を通じて精緻化）

年間2億円？～
（試行を通じて精緻化）

参加会員企業協賛金等 会費／分担金・協賛金等
会費・協賛金
＋政府資金

（ご参考）法人形態 任意団体（会費無料）
法人化（会費徴収）

※受けるサービスに応じた分担を想定
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